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研究成果の概要（和文）： 団体訴訟制度の法的構成として次の三つの類型が考えられる。①団
体が、行政法理論から導かれる法的地位に基づいて行政事件訴訟制度を通じて行政主体に訴え
を提起する。②団体が、私法理論から導かれる法的地位に基づいて民事訴訟制度を通じて私的
主体に訴えを提起する。③団体が、行政法理論から導かれる法的地位に基づいて民事訴訟制度
を通じて私的主体に訴えを提起する。 
 
研 究 成 果 の 概 要 （ 英 文 ）：  In the system of japanese law, three types of 
institutionalization of Citizen Suit are possible. ①filing an action for the judicial 
review of an administrative disposition on the base of administrative-law-theory, ②
filing a civil action on the base of civil-law-theory, ③filing a civil action on the base of 
administrative-law-theory. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 
2009 年度   800,000 240,000 1,040,000 
2010 年度   800,000 240,000 1,040,000 
2011 年度   800,000 240,000 1,040,000 
  年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 
 
研究分野：民事法学 
科研費の分科・細目：法学・民事法学 
キーワード：団体訴訟 
 
１．研究開始当初の背景 
 研究を開始した 2008 年の段階から、「個人
が独占的に享受する利益（私益）」と「私益
とは完全に切り離された社会全体にとって
の利益（純然たる公益）」との中間に位置し、
いずれにも還元しえない「集合的・公共的利
益」の実現に対する法理論・法制度の構築が、
大きな課題となっていた。そして、その当時
も、そして現在も、この課題に関する具体的
な問題として重要な位置を占めているのが、
団体訴訟制度である。2006 年に、消費者契

約法の改正によって、消費者法領域において、
団体訴訟制度が導入され、適格消費者団体に
差止請求権が認められ，2008 年には、消費
者契約法・景品表示法・特定商取引法の改正
により、差止請求権の拡大が図られた。また、
環境法領域やそれ以外の領域においても、そ
の導入に向けた議論が行われていた。 
 しかし、その当時においては、機能的・政
策的な根拠の提示はあったが、団体訴訟制度
を基礎付ける実体法理論は明確に示されて
いなかった。このような当時の状況の要因と
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しては次の三つが挙げられる。 
 第一は、団体訴訟制度の実体法的基礎を示
すためには伝統的な私法の概念を再定義す
ることが必要となることである。森田修は、
集合的利益の侵害に対する差止請求権を構
成する可能性として、次の二つの方向を示し
ていた。第一は、差止請求権が外縁の不確定
な集団（消費者集団）に集合的に帰属すると
いう方向である。この方向のもとでは、この
差止請求権について消費者団体に法定訴訟
担当を認めるのが団体訴訟制度となる。第二
は、集合的利益について、その最良の守り手
となる者（例えば消費者団体）に私権として
保護請求権が帰属していると認めたうえで、
集団構成員たる個々の消費者からの個別保
護請求は制限されるという方向である。ただ
し、いずれの構成についても、伝統的な私法
の概念の再定義の必要性が指摘されていた。
この問題の整理からすれば、団体訴訟制度の
実体法的基礎を明らかにするためには、「民
法とはなにか」という基礎理論について考察
まで行わなければならいが、当時の状況とし
ては、そこまで議論が深化していなかった。 
 第二の要因として、この団体訴訟制度の目
的となっている集合的・公共的利益は、私益
と公益の中間に位置するため、本来であれば、
民法学の領域の議論と行政法学の領域にお
ける議論の両者をあわせて整合的な理論を
構築するという考察方法をとることが望ま
しいが、現実には、それぞれの領域に限定さ
れた議論が行われていたことがあげられる。 
 第三の要因として、憲法学の議論ともつな
がりをもつために、議論が極めて複雑となり、
相互の関連を明らかにするための枠組みが
提示されていなかったことが挙げられる。例
えば、主観訴訟・客観訴訟という枠組を基礎
におくと、団体訴訟制度の問題は、司法権の
範囲に関する憲法学の議論とのつながりを
持ってくる。この主観訴訟・客観訴訟は行政
法学においても議論がなされているところ
であるが、民法学の議論においてはその受け
皿となる議論は存在していなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、団体訴訟の民事実体法的基礎を
明らかにすることを目的として開始された。
具体的には、2006 年の消費者契約法の改正
を通じて導入された消費者団体訴訟制度の
民事実体法的基礎を、損害賠償請求権の可能
性も視野に入れて理論的に示すことを目標
としていた。また、研究期間中の 2008 年に、
消費者契約法・景品表示法・特定商取引法の
改正による消費者団体訴訟制度の拡充がな
されたため、その実体法的基礎についても研
究の対象に含めることとした。 
 
３．研究の方法 

 本研究では、大きく三つの方法で考察を行
った。 
 第一は、団体訴訟に関わる議論が、民法領
域・憲法領域・行政法領域のほか、消費者法
領域・環境法領域といった個別の法領域のそ
れぞれにおいて、どのように展開されている
のかを調査し、それぞれの法領域を基礎付け
る固有の基礎理論とどのように関わってく
るのかを考察する方法である。この考察は、
もちろん、個別法領域での正当化根拠を探る
という意義も持つ考察であるが、それ以上に、
他の法領域との接合を図る際の基盤を構築
する、という重要な意義も持つことになる。
そのため、この方法のもとでの考察において
は、明示的に論じられている内容のみならず、
各法領域において黙示的に当然の前提とさ
れている理論等にも調査研究を深めること
が求められた。 
 第二は、各個別法領域における議論が、他
の法領域における議論とどのように関わる
のか、という問題について、第一の方法で考
察した結果をもとに、明示的に論じられてい
る部分、あるいは表層的に観察できる部分だ
けでなく、各個別法領域を基礎付ける根本理
念をも踏まえて、考察を行うという方法であ
る。 
 第三は、比較法的研究手法である。日本に
おける団体訴訟制度の研究手法としては、ド
イツ、フランス、アメリカ、ブラジルなど、
外国の制度を研究する比較法的手法を採用
するものが圧倒的に多い。そのため、従来の
議論との接合を図るためには、比較法的研究
手法による考察を行う必要があった。しかし、
比較法的研究手法の持つ意義は、それにとど
まらない。日本法体系のもとでの団体訴訟制
度を対象とする本研究においては、日本法体
系の外から客観的にみる考察の結果を再考
するためにも、この手法による考察が不可欠
の意義を持った。 
 
４．研究成果 
（1）団体訴訟制度の実体法的基礎̶本研
究から示される議論の枠組み 
 本研究からの結論として、団体訴訟制度の
法的構成として次の三つの類型を提示でき
る。①団体が、行政法理論から導かれる法的
地位に基づいて行政事件訴訟制度を通じて
行政主体に訴えを提起する。②団体が、私法
理論から導かれる法的地位に基づいて民事
訴訟制度を通じて私的主体に訴えを提起す
る。③団体が、行政法理論から導かれる法的
地位に基づいて民事訴訟制度を通じて私的
主体に訴えを提起する（次頁図参照）。 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 

 
 まず、行政主体に対する団体の訴えを認め
る制度を構築する場合は、①の類型をとるこ
とになる。①の類型では、さらに（α）行政
団体に行政手続への参加権を認めたうえで、
その参加権の侵害に対する司法的救済とし
て参加を求める給付訴訟や参加権侵害を理
由とする行政処分の取消訴訟等を認めると
いう構成、（β）行政の適法性確保・客観的
法秩序維持を目的とする客観訴訟としての
構成、（γ）不特定多数者の具体的利益・環
境法的利益等の従来の私人の実体的権利と
は異なる性質を持つ何らかの新しい利益を
観念したうえで、それを法律上の利益として
団体に抗告訴訟の原告適格を認める主観訴
訟としての構成、という三つの具体的構成が
考えられる。βとγは、法技術的な選択関係
にあるとも考えられるため、その関係の調整
についての理論的検討がさらに求められる。 
 私的主体に対する団体の訴えを認める制
度を構築する場合は、②の類型と③の類型を
とりうる。②の類型は、民事実体法理論に基
づいて純粋に私的主体としての認められる
法的地位であるのに対して、③の類型は、行
政法理論に基づいて行政の代役として認め
られる法的地位である。そのため、両者は、
完全に相互に独立した構成と理解でき、理論
的には相互関係を調整することなく併存を
認めることが可能となる 。 
 ②の類型をとる場合には、その団体の法的
地位を基礎付ける民事実体法理論によって、
さらに次の二つの具体的構成を観念しうる。
（α）外郭秩序において二重性を帯びている
利益の私的・個別的利益の側面に着目をして
古典的私権の体系に基づく規範群によって
構成できる問題について、根幹秩序における
権利根拠規範に関わるものとして構成する。
（β）二重性を帯びている利益の公共的利益
の側面を直接見据え、外郭秩序における権利
根拠規範に関わるものとして構成する。αの
構成の場合には、古典的私権の体系に基づい
て制度設計をおこなうことになる。他方、β
の構成の場合には、理論的に空白となってい
る外郭秩序における権利根拠規範が問題と
なるため、その理論的根拠の構築が大きな課
題となる。 
 ③の構成をとる場合には、行政法理論とし
て、私人による行政との議論などを踏まえて、

その正当化のために必要となる理論を明ら
かにする必要がある。 
 
（2）現行法上の団体訴訟制度の分析 
 現行法における消費者団体訴訟制度を前
述（1）に示した議論の枠組みから見た場合、
まず、消費者契約法 12 条に基づく差止請求
は、②-βの構成に基づくものと見るほかない。
そのため、その理論的根拠となる民事実体法
理論を明確に示すことが喫緊の課題となる。
他方、景品表示法 10 条および特定商取引法
58条の4から58条の9までによる差止請求
は、②-βの構成に基づくものとも、③の構成
に基づくものとも捉えることができる。立法
担当官の理解は、２-βの構成をとることに親
和的である。しかし、②-βの構成を基礎付け
る民事実体法理論が、現時点では明らかでな
く、しかも議論が未成熟である現状に鑑みれ
ば、③の構成に沿って解釈することが適切で
有るとも考えられる。 
 
（3）今後の課題 
 今後の課題としては、以下の二つが挙げら
れる。 
 第一は、本稿の結論として示した前述（1）
の整理に従い、それぞれの類型にそって団体
訴訟制度を構築する場合、その正当化のため
にどのような民法理論、憲法理論、行政法理
論が必要となるのかを、類型間・構成間の相
互関係をも意識しながら 、それぞれの構成
ごとに明確に示すための考察を行うことで
ある。 
 第二は、現行法上の消費者団体訴訟制度、
現在提案されている種々の団体訴訟制度を
分析したうえで、その正当化のための理論的
考察を、民法学、憲法学、行政法学のそれぞ
れにおいて行い、さらに詳細に、団体訴訟制
度を実体法的に基礎付ける研究を進めるこ
とである。 
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